平成30年度　報告様式・小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

平成30年度　運営状況点検書

（小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護）

	法人名　
代表者職名・氏名　




基　準　日　平成３０年１０月　１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確認終了日　平成　　年　　月　　日
· 事業所番号、事業所の名称、連絡先等を記載してください。

	地域密着型サービス等事業所
	事業所番号
	２
	５
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	名称
	

	
	住所
	（〒　　　－　　　　）



	
	連絡先

	電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	登録定員数

	人
	通いの定員数
	人
	居間及び食堂の面積
	㎡

	
	宿泊室の数
	室
	個室の数
	室
	個室の面積

※最も小さい部屋
	㎡


	個室以外の面積

※最も小さい部屋
	㎡

	
	開設年月月日
	平成　　　　　　年　　　　　　月



	
	記載担当者
	職名
	
	氏名
	




１　代表者について

　　地域密着型サービスの事業部門の責任者等を代表者としている場合は、その部署及び役職、その者の氏名を記入してください。

	部署名
	
	役　職
	
	氏　名
	


※例：地域密着型サービス事業部　滋賀県域統括部長　愛荘　太郎

２　管理者について

　　管理者の方の氏名を記入してください。当該小規模多機能型居宅介護事業所の従業者として従事する場合はその職種名（例：介護支援専門員）を記入してください。

また、事業所に併設する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第四号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事する場合は、その職種名及び1週間あたりの勤務時間数を記入してください。

	氏名
	

	当該事業所で兼務する職種
	

	事業所に併設する基準第63条

第6項各号に掲げる施設等の名称
	
	職種

	
	勤務時間

（1週間）


	


· 愛荘町に届け出ている代表者又は管理者と変更されている場合は、変更届出が必要です。
３　平成３０年９月の勤務実績に基づき、勤務形態一覧表（様式１）を作成してください。

　①　指定基準上必要な職種を全部記載してください。
　②　資格が必要な職種については、所有している資格を記載してください。
　③　従業員ごとに勤務時間数を記載してください。
　④　専従、兼務、常勤、非常勤の別を正確に記載してください。
　⑤　月間勤務時間数、週勤務時間数を計算してください。
⑥　介護職員全員分の週勤務時間数を合計してください。

⑦　⑥を常勤換算してください。（合計した週勤務時間数を貴事業所の常勤の勤務時間数で割る。）

４　基準に従った人員配置がされているかどうかについて、「はい」又は「いいえ」を○で囲んでください。
（１）代表者について

	基　準
	指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の従業者、訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。


	①
	法人の代表者又はその事業部門の責任者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の従業者、訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有していますか。
	は　い

・

いいえ

	②
	次のいずれかの研修を既に受講し、修了証の交付を受けていますか。

ア　痴呆介護実務者研修（基礎課程又は専門課程）（Ｈ１６年度まで実施）

イ　認知症介護実践者研修又は実践リーダー研修（Ｈ１７年度以降）

ウ　認知症高齢者グループホーム管理者研修（Ｈ１７年度実施）

エ　認知症介護指導者研修

オ　認知症高齢者グループホーム開設予定者研修

カ　認知症対応型サービス事業開設者研修（平成１８年度以降）


	は　い

・

いいえ



	②で「いいえ」と回答された場合は基準違反です。

代表者の変更を行ってください。


（２）管理者について　
	基　準
	経験年数３年以上及び研修の修了者


	①
	特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の職員又は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有していますか。
	は　い

・

いいえ

	②
	認知症介護実践者研修（基礎課程含む。）を修了していますか。
	は　い

・

いいえ

	③
	認知症対応型サービス事業管理者研修を修了していますか。
	は　い

・

いいえ

	④
	（③でいいえとお答えの場合）

平成１８年３月３１日までに認知症介護実践者研修又は基礎課程を修了しており、かつ、平成１８年３月３１日に、現に特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護等の管理者として従事していましたか。
	は　い

・

いいえ



	「いいえ」と回答した場合は基準違反となります。

①で「いいえ」と回答した場合は、早急に３年以上の経験年数を有した方を配置してください。

④で「いいえ」と回答した場合は、管理者の変更又は直近の研修を受講する旨の誓約書を提出してください。


	基　準
	常勤の管理者


	⑤
	常勤の管理者を配置していますか。ただし、事業所の管理上支障のない場合は、事業所の他の職務（従業者のみ※）に従事し、又は指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設等の職務若しくは、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（定期巡回事業者が指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの業務に係る職務を含む。）に従事することができます。
	は　い

・

いいえ



	「いいえ」と回答した場合は基準違反となります。

早急に常勤の管理者を配置してください。



（３）介護支援専門員について
	基　準
	登録者に係る居宅サービス計画及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を配置しなければならない。ただし、利用者の処遇に支障が無い場合は、管理者との兼務もできる。また、非常勤でも差し支えない。


	①
	当該小規模多機能型居宅介護事業所に併設する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第四号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）の職務以外の事業所の従業者と兼務していますか。
	は　い

・

いいえ



	「はい」と回答した場合は基準違反となります。

早急に勤務体制を見直し、併設する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第四号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）の職務以外の事業所の従業者として従事しないようにしてください。


	基　準
	資格及び研修の修了者


	①
	介護支援専門員の資格を有していますか。
	は　い

・

いいえ

	②
	小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修を修了していますか。
	は　い

・

いいえ

	③
	実践者研修又は基礎課程を修了していますか。
	は　い

・

いいえ



	①で「いいえ」と回答した場合は基準違反となります。

看護・介護職員以外の人員欠如については、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について所定単位数が職員配置基準等基準に規定する算定方法に従って減算されます。

②又は③で「いいえ」と回答した場合は基準違反となります。

介護支援専門員の変更又は直近の研修を受講する旨の誓約書を提出してください。


（４）介護従業者について（日勤帯における配置について）
	基　準
	従業者のうち１以上の者は常勤でなければならない。

通いサービスの利用者の数が３又はその端数が増すごとに１以上、訪問サービスの提供にあたる小規模多機能型居宅介護従業者を１以上とすること。

小規模多機能型介護従業者のうち１以上は看護師又は准看護師でなければならない。

	①
	常勤の介護従業者を１以上配置していますか。
	配置している

・

配置していない



	「配置していない。」と回答した場合は基準違反です。

早急に基準を満たす職員の配置をしてください。


	②
	介護従業者のうち看護師又は准看護師を1以上配置していますか。

· 常勤、非常勤の別は問いません。また、毎日の配置も問いません。
	配置している

・

配置していない




	「配置していない。」と回答した場合は基準違反です。

早急に基準を満たす職員の配置をしてください。


　

	③
	年間の営業日は何日ですか。
	日

	④
	宿泊サービスの利用者の生活サイクル等に応じて設定した夜間及び深夜の時間帯以外の生活時間帯は何時から何時までですか。また、何時間ですか（休憩・休息時間を含みます。）。
	午前　　時　　分
から
午後　　時　　分
（　　　　時間）

	⑤
	就業規則に定める常勤の者の１日の労働時間は何時間ですか。
	時間

	⑥
	運営規程に定める通いの定員によって、以下の計算を行ってください。

○　１～３名　　　⑤で答えた時間数（　　　　）×２　＝（　　　　）時間

○　４～６名　　　⑤で答えた時間数（　　　　）×３　＝（　　　　）時間

○　７～９名　　　⑤で答えた時間数（　　　　）×４　＝（　　　　）時間

○　１０～１２名　⑤で答えた時間数（　　　　）×５　＝（　　　　）時間

○　１３～１５名　⑤で答えた時間数（　　　　）×６　＝（　　　　）時間

	⑦
	上記の計算の結果、何時間でしたか。

※
	時間

	⑧
	平成３０年９月における勤務体制のうち、「日勤従業者の日勤時間の計」が最も少なかった日の時間数は何時間ですか。また、その日の「通いの利用者数」は何名ですか。
	時間（a）

名       

	 ⑨
	⑧の日において必要となる日勤従業者の日勤時間は何時間ですか。（⑥の表により算出）
（a）≧（b）になっていますが。
	時間（b）
なっている　・　なっていない

	 ⑩
	夜間及び深夜の時間帯以外に介護従業者を、常勤換算方法で通いサービスの提供にあたる者をその利用者の数が３又はその端数が増すごとに1以上、及び訪問サービスの提供にあたる者を1以上配置していますか。
	している

　　・
していない



	⑨でなっていないと回答された場合は基準違反です。
⑩でしていないと回答された場合は基準違反です。


· 当該年度の前年度の平均利用者に対して人員基準上必要

とされる員数を配置していない場合は減算となります。
新規に指定を受ける場合は、推定数によります。

　（５）介護従業者について（夜勤帯における配置について）
	基　準
	夜間及び深夜の勤務時間帯に行われる勤務に当たる者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上。

	①
	宿泊サービスの利用者がいる場合、小規模多機能型居宅介護支援事業所全体で、夜間及び深夜の時間帯に勤務する従業者を２以上配置していますか。

※うち1名は宿直でも構いません。
	配置している

・

配置していない　　

	②
	併設する事業所で認知症対応型共同生活介護の指定を併せて受けていますか。
	受けている

・

受けていない


	③
	②で受けていると回答された事業所では、認知症対応型共同生活介護のユニットについて夜間及び深夜の勤務兼務していますか。
	はい・いいえ

	


	④
	夜勤を行う職員は、併設されている他の施設の夜勤宿直も兼務していますか。

Ａ　兼務している　Ｂ　兼務していない






	⑤
	宿泊サービスの利用者がいない場合、宿直又は夜勤を行う従業者を１以上事業所内に配置していますか。（なお、宿直については、随時の訪問サービスに支障がない体制が整備されていれば、必ずしも事業所内で宿直する必要はない。）
	配置している

・

配置していない

	⑥
	⑤で配置していないと答えた場合、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備していますか。
	整備している

・

整備していない



	⑥で整備していないと回答された場合は基準違反です。
早急に夜勤の勤務体制を見直してください。


　

· 「人員に関する報告」の「基準」は、指定基準に定められている人員基準です。もしも基準違反に該当する項目があった場合には、速やかに人員を補充する必要があります。

· 指定地域密着型サービス基準第６３条に定める員数を置いていない場合は、所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位数を用いて、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準の例により算定することとなります。（※人員基準上満たすべき職員を算定する際の利用者数は、当該年度の前年度の平均を用いることとなります。ただし、新設又は増床の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者数等の延数を６月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時点から６月未満の間は通いサービスの利用定員の５０％の範囲内で届出された利用者見込み数を前提に算定することとなります。）

○　人員欠如状態のまま事業を継続している場合、指定基準等の違反として指導等の対象となりますので、速やかに補充する必要があります。
なお、重大な違反状態の場合には、指定取り消しとなる場合もありますので、十分な注意が必要です。


次の内容に関する質問は、介護保険法第七十八条の四第二項でいう指定地域密着型サービスの事業の運営に関する基準となります。

（１）管理者の責務
	基　準
	従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行い、運営に関する基準の規定を尊守させるため必要な指揮命令を行うものとする。




	①
	法人は、管理者を含む従業員全員と労働契約（雇用契約）等を結んでいますか。（労働者派遣法に基づく労働者派遣契約を含む。）
	

	②
	介護支援専門員については、雇用の際に介護保険法第六十九条の二第一項の登録及び介護支援専門員証の交付（登録している管轄区以外の事業所等従事する場合は登録の移転申請及び介護支援専門員証の交付を受けていることを含む。）を受け、かつ、有効期間の満了日前であることを確認し、その写しを保管していますか。
	

	③
	介護支援専門員については、指定小規模多機能型居宅介護事業者の計画作成担当者が修了することとした研修を修了し、その修了証の写しを保管していますか。
	

	④
	従業員のうち看護師又は准看護師については、看護師免許証等を有していることを確認し、その写しを保管していますか。
	

	⑤
	従業員の勤務体制表（ローテーション表）を作成していますか。
	

	⑥
	全職員について、タイムカード又は出勤簿等により勤務実績が分かるようにして

いますか。
	


（２）利用の開始及び終了、居住機能を担う併設施設等への入居

	①
	利用申込者について、事前に居宅サービス計画を作成する介護支援専門員が開催するサービス担当者会議等を通じて利用者の身心の状況、置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況の把握を行っていますか。
	

	②
	指定小規模多機能型居宅介護を提供するに当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接な連携に努めていますか。
	

	③
	利用者の健康管理を適切に行うため、主治の医師と密接な連携に努めていますか。
	

	④
	提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めていますか。

（終了例がない場合は、サービス終了の希望があった場合、このような援助を行える準備ができていますか。）
	

	⑤
	利用者又はその家族から申込み相談を受けた場合の対応や終了にあたって受けた相談について、相談記録簿が様式化され、また、終了時の相談記録が保管されていますか。
	


（３）内容及び手続の説明及び同意

	①
	重要事項説明書の内容は、運営規程の内容と一致していますか。
	

	②
	重要事項を記した文書を交付して説明し、同意を得ていますか。
	

	③
	上記の同意については、文書により受けていますか。
	

	④
	契約書には有効期間が定められ、また、契約更新についての意思表示期間を設けていますか。また、契約が更新された場合に、必要事項を記載し、契約更新を確認することとされていますか。
	

	⑤
	利用者からの契約解除に係る予告期間を設けていますか。また、事業者側が契約に違反した場合に直ちに契約を解除できる事項を設けていますか。
	

	⑥
	利用契約書への署名は利用者本人となっていますか。
	

	⑦
	事業者側の契約者は、代表者となっていますか。
	

	⑧
	署名代行者が利用者に代わり契約書に署名する場合、署名代行者が署名した旨が明示されていますか。
	


（４）居宅サービス計画の作成

	①
	介護支援専門員が、居宅サービス計画を作成していますか。
	

	②
	居宅サービス計画の作成に当たって利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して利用者が抱える課題を把握していますか。
	

	③
	居宅サービス計画の作成に当たり、利用者の抱える解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組合せについて検討していますか。
	

	④
	居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなるサービス担当者会議の開催により、利用者の状況に関する情報を共有するとともに専門的な見地からの意見を求めていますか。
	

	⑤
	利用者全員について居宅サービス計画を作成していますか。（利用者全員についてすべて作成していなければ×）
	

	⑥
	居宅サービス計画は全表（１～３表及び７，８表）作成していますか。
	

	⑦
	居宅サービス計画には以下の項目を記載していますか。

	
	　ⅰ　利用者及びその家族の生活に対する意向
	

	
	　ⅱ　総合的な援助の方針
	

	
	　ⅲ　生活全般の解決すべき課題
	

	
	　ⅳ　提供されるサービスの目標及びその期間
	

	
	　ⅴ　サービスの種類、内容・種別及び利用料
	

	
	ⅵ　サービスを提供する上での留意事項等
	

	⑧
	居宅サービス計画の作成後、定期的に計画を見直していますか。
	

	⑨
	利用者が入院した場合、退院後に居宅サービス計画の見直しを行っていますか。
	

	⑩
	居宅サービス計画を変更した場合、全表（１～３表及び７，８表）について作成し直していますか。
	

	⑪
	利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合、又は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行っていますか。
	

	⑫
	利用者が小規模多機能型居宅介護以外に介護保険法上の医療系サービスの利用を希望している場合（通所リハは不可）その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師の意見を求めていますか。
	

	⑬
	居宅サービス計画に介護保険法上の医療系サービス（通所リハは不可）を位置付ける場合当該医療サービスに係る主治の医師又は歯科医師の指示が出ているか確認していますか。
	

	
	
	主治の医師又は歯科医師の指示の内容について確認すべき項目

	
	
	◇　確認をした日時
	

	
	
	　◇　確認をした相手（担当者）　
	

	
	
	　◇　指示を出している主治の医師名及び医療機関名
	

	
	
	　◇　指示の出ている期間
	

	
	
	　◇　指示の内容
	

	
	※指示の内容について確認する場合は、必ずしも医師の出している指示書である必要はありません。

少なくとも上記の内容について何らかの方法で確認してあれば結構です。

	⑭
	要介護２～５の利用者に福祉用具貸与を位置付ける場合

	
	　
	ⅰ　サービス担当者会議を開催して、専門的意見の聴取をしていますか。
	

	
	※　平成１８年４月からは少なくとも６ヶ月に１回の開催が必要です。

	
	
	ⅱ　福祉用具貸与が必要な理由を居宅サービス計画に記載していますか。
	

	
	※　継続して福祉用具を貸与する場合、サービス担当者会議で貸与の必要性を検証した上で、継続して福祉用具の貸与が必要な理由を居宅サービス計画に記載します。

	⑮
	要支援１・２及び要介護１の利用者に対象外種目の福祉用具貸与を位置付ける場合は、認定調査の調査票の必要な部分の写しを入手して確認していますか。
	

	⑯
	要支援１・２及び要介護１の利用者について、介護保険課ＨＰに掲載されている「軽度者に対する福祉用具貸与の取扱いについて」に沿った適切な処理を行っていますか。
	

	⑰
	特定福祉用具販売を位置付ける場合

	
	
	ⅰ　サービス担当者会議を開催して、専門的意見の聴取をしていますか。
	

	
	
	ⅱ　特定福祉用具販売が必要な理由を居宅サービス計画に記載していますか。
	

	⑱
	利用者ごとに提供に関する諸記録を、その完結の日から２年間（ただし、請求に関係する記録は５年間）保存していますか。
	




（５）小規模多機能型居宅介護計画

	①
	介護支援専門員が小規模多機能型居宅介護計画の作成業務を行っていますか。
	

	②
	本人及び家族等が利用開始時に困っていること、不安なことを把握していますか。
	

	③
	計画の作成に当たっては、家族等と一緒に考え最も適した支援方法となり得るよう努めていますか。
	

	④
	計画の作成に当たっては、利用者の趣味又は嗜好に応じた活動も取り入れていますか。
	

	⑤
	計画作成に当たっては、当該事業所を利用することで地域との関係が途切れないよう配慮したものとなっていますか。
	

	⑥
	訪問サービスによる居宅でのIADLの維持、向上等のための支援等も提供されるよう努めていますか。
	

	⑦
	毎日の入浴の習慣がある利用者に対しては、通いサービス利用時に出来る限り入浴等の提供が行われるようにしていますか。
	

	⑧
	掃除、洗濯、庭の手入れ等、利用者のできること・やりたいことを尊重したものとなっていますか。
	

	⑨
	近隣の買い物以外に外出機会を設けるよう努めていますか。
	


（６）　サービスの提供に関する事項

	①
	主要三機能（通い・泊まり・訪問）は、利用者のニーズに応じて柔軟な運用が図られていますか。
	

	②
	通い、泊まり、訪問といった機能の運用以外に、家族や地域との関係調整も含めたケアを実施していますか。
	

	③
	利用者の能力や生活の満足度を高め、利用者の自己実現を図る支援が行われていますか。
	

	④
	24時間365日にわたって、本人の生活を支える柔軟な勤務体制が組まれていますか。
	

	⑤
	利用者と従業者との馴染みの関係を継続できるよう、通い、訪問、宿泊の各機能を同一の従業者で運営していますか。
	

	⑥
	昼間の生活状況を把握している従業者が、夜間の生活も支援していますか。
	

	⑦
	日中の生活状況を把握した上で、夜間の支援ができるよう従業者間で情報が共有されていますか。
	

	⑧
	常に緊急的な宿泊の利用ができる運営となっていますか。
	

	⑨
	夜間、早朝等も自宅に訪問して支援できる体制を整えていますか。
	

	⑩
	家族の余暇支援・レスパイト（介護負担の軽減）としても宿泊の活用がされていますか。
	

	⑪
	フェースシートや居宅サービス計画、小規模多機能型居宅介護計画及び提供内容等の諸記録は、完結の日から２年間（請求に関する書類は、地方自治法第２３６条の規定により５年間）保存していますか。
	

	⑫
	業務日誌を整備するなど、事業所全体として、１日単位のサービス提供の実績記録

を残していますか。
	


（７）身体拘束の廃止に関する事項
	①
	サービス提供にあたり、身体的拘束その他利用者の行動を制限しないようにしていますか。
	

	②
	基本方針として、利用者の人格を尊重し、日々の生活支援の場面で配慮するとともに身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行わないこととしていますか。
	

	③
	身体拘束廃止の方針を契約書、重要事項説明書等に明記していますか。また、事業所運営方針として掲示、事業所だより等に掲載し周知していますか。
	

	④
	管理者や従業者等によるカンファレンス身体拘束の調査や具体的取り組みの検討による身体拘束の廃止が困難な事例について検討する身体拘束廃止委員会等を設置し、また、改善計画等を作成していますか。
	

	⑤
	身体拘束廃止に関する基本方針の審議、「やむを得ない拘束」か否かの審査等を行う倫理委員会等を設置していますか。
	

	⑥
	管理者等は、身体拘束廃止に取り組む職員をバックアップする等の従業者が安心して身体拘束廃止に取り組むことができる体制を整備していますか。
	

	⑦
	管理者等は、自ら現場を見たり、職員と意見交換をすることによって、実態の把握に努めていますか。
	

	⑧
	従業者から管理者等への情報伝達の流れが整備されていますか。
	

	⑨
	身体拘束廃止の取り組み方針を策定していますか。また、その進捗状況について評価していますか。
	

	⑩
	管理者等は、具体的な行為ごとの実数の把握や職員の意識レベル、取り組み等の実施状況を把握していますか。
	

	⑪
	利用者ごとに身体拘束廃止の取り組み方針を策定していますか。
	

	⑫
	拘束しない介護を実践するうえで、「日課」を機械的にせずに利用者の立場に立った「生活」の組み立てをしていますか。
	

	⑬
	利用者一人ひとりの生活に合わせた個別ケア等を行い、身体拘束廃止に向けた取り組みをしていますか。
	

	⑭
	身体的拘束等を行った事例がありますか。
	

	⑮
	やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、「切迫性」「非代替性」「一時性」のすべ

てを満たしているか、事業所内で検討していますか。
	

	⑯
	検討結果について記録をとっていますか。
	

	⑰
	身体的拘束等を行った場合、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録していますか。
	

	⑱
	利用者本人や家族に対し、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を詳細に説明し、理解を得ていますか。
	

	⑲
	身体的拘束等を行った場合、常に観察、再検討を行っていますか。
	

	⑳
	身体的拘束等の必要がなくなった場合、すみやかに拘束を解除していますか。
	



（８）介護サービス情報の公表

　　※　介護保険法（平成９年法律第１２３号　１１５条の３５）

	①
	　指定調査機関による介護サービス情報の公表を実施していますか。
	

	②
	　訪問調査日と指定調査機関名を記入
してください。
	（訪問調査日）　　平成　　　年　　　月　　　日



	
	
	（指定調査機関名）



	③
	　実施していない場合は理由を記入してください。

（理由）




（９）運営規程の内容
	①
	運営規程の内容は、常に実態を反映したものを整備していますか。
	

	②
	営業日は休日なしの内容となっていますか。
	

	③
	通いサービス及び宿泊サービスはそれぞれ営業時間を記載していますか。
	

	④
	訪問サービスの営業時間は24時間としていますか。
	

	⑤
	保険適用と保険適用外サービス（全額自己負担となるもの）に関する料金表を作成し、

利用者等に説明していますか。
	


（１０）利用料の受領

	①
	利用者から１割（2割）負担分を徴収していますか。（生活保護や公費負担等の場合を除く）
	

	②
	利用者等に対して、領収書を発行していますか。
	

	③
	領収書へは費用の額を区分して記載していますか。
	



（１１）秘密保持の体制

	①
	就業規則及び労働契約書等において、正当な理由がなくその業務上知り得た利用者やその家族の個人情報を漏らすことを禁止する記載がありますか。
	

	②
	利用者全員から個人情報使用同意書等で利用者等やその家族の個人情報をサービス担当者会議等で使用することについて同意を得ていますか。（一部の利用者のみの場合

は×）
	

	③
	保有個人データの管理・開示手順、個人情報管理者等を定めた、個人情報保護に関

する規定を整備していますか。
	

	④
	個人情報管理者の名前を記入してください。

（担当者が定められていない場合は、その旨を記入してください）
	（氏名）


（１２）苦情に対する対応

	①
	利用者及びその家族に対し、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等の概要について明らかにしていますか。また、その概要についてサービスの内容を説明する文書に記載し、配付していますか。
	

	②
	相談窓口、苦情処理の体制及び手順について、事業所内に掲示していますか。
	

	③
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要として次の内容が記載されていますか。

事業所担当窓口　市町村窓口　国保連窓口
	

	④
	サービスの内容についての苦情を本人や家族に・介護者が気軽に言えるような仕組みを整えていますか。
	

	⑤
	苦情相談の方法や対応手順を記載したマニュアルを整備していますか
	

	⑥
	苦情記録簿を整備していますか。
	

	⑦
	実際にあった苦情及びその原因と対応策について、職員に周知するなど再発防止に

努めていますか。
	


（１３）緊急時、事故発生時の対応

	①
	事業所で緊急・災害時対応マニュアルを作成し、職員に周知徹底していますか。
	

	②
	事故の状況及び事故時の対応状況について記録していますか。
	

	③
	愛荘町の定める事故報告の様式、手順等を知っていますか。
	

	④
	リスクに対して、予め備え、機能するよう、日ごろから従業者に周知していますか。
	

	⑤
	1人1人に起こり得るリスクとその対応策について、家族・介護者に事前説明を行い、同意を得ていますか。
	

	⑥
	マニュアルのみでなく、実際に対応できるよう従業員に意識付けさせていますか。
	

	⑦
	損害賠償保険に加入していますか。
	

	⑧
	非常時の対応についてシュミレーションを行っていますか。
	

	⑨
	起こり得るリスクについては、個別的に定期的に見直しを行っていますか。
	


（１４）非常災害対策・非常災害設備
	①
	消防法施行規則に規定する消防計画等、非常災害に関する具体的計画を立てていますか。
	

	②
	防火管理者（責任者）の氏名を記入してください。

防火管理者（責任者）氏名


	

	③
	直近の非常災害訓練の実施日及び平成３０年４月以降の実施回数を記載してください。

避難訓練　　　　　　　＜平成　　年　　月　　日＞　＜実施回数　　　回＞

救出訓練　　　　　　　＜平成　　年　　月　　日＞　＜実施回数　　　回＞

その他（　　　）訓練　　＜平成　　年　　　月　　日＞　＜実施回数　　　　回＞

	④
	火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関することを従業者に周知していますか。
	

	⑤
	日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火事等の際に消火・避難等に協力してもらえる体制をとっていますか。
	

	⑥
	消火器等の点検及び整備等を定期的に行っていますか。
	



（１６）掲示

	①
	次の内容を掲示していますか。

　　○運営規程（料金表を含む）　○苦情処理機関　○指定通知
	


（１５）地域との連携

	①
	隣近所とのつきあいができていますか。
	

	②
	運営推進会議設置規定等を設け、運営推進会議を設置していますか。
	

	③
	運営推進会議は、2ヶ月に1回以上開催していますか。
	

	④
	運営推進会議の場で、通いサービス及び宿泊回数の提供回数等の活動状況を報告していますか。また、当該活動状況等に対して評価を受け、必要な要望、助言等を聴いていますか。
	

	⑤
	運営推進会議において、自己評価の結果を報告し、また運営推進委員による評価をうけていますか。
	

	⑥
	運営推進会議に参加できない委員に対し、事前に要望、助言等を確認していますか。
	

	⑦
	運営推進会議での報告、評価、要望、助言等についての記録を作成し、その記録を公表していますか。
	

	⑧
	運営推進会議での要望、助言を事業運営に反映させていますか。
	

	


（１６）サービスの内容・質の向上（従業員のレベルアップ）

	①
	サービスの質の向上を図るため、計画的に研修を行い、研修内容や時間などの受講歴

を記録していますか。
	

	②
	感染予防に関する教育を定期的に行い、周知徹底させていますか。
	


＜注意点＞

　○　以上の項目は、運営基準に定められている内容の一部であり、事業開始後に尊守しなければならないものです。

●　運営基準違反のまま事業を継続している場合、指定基準等の違反として指導等の対象となります。なお、重大な違反状態の場合には、指定取り消しとなる場合もありますので、十分な注意が必要です。


（1） 介護報酬の請求
	①
	月途中から登録を開始又は月途中で登録を終了した場合は、登録していた期間に対応した単位数を算定していますか。
	

	②
	利用開始時の登録日は、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用した日としていますか。
	

	③
	月を通じて登録している月について、1回の利用もない利用者に対して所定単位数を算定していますか。（事例がない場合は、未回答で構いません。）
	

	④
	請求明細書の開始年月日は、最初にサービスを提供した日を記載していますか。また、前月以前から継続している場合は、前月以前の提供開始日を記載していますか。
	

	⑤
	要支援から要介護認定等へ跨る区分変更認定、経過的要介護から要支援又は要介護の間への区分変更認定、資格の取得・喪失、転入・転出及び認定有効期間の開始・終了の際には、1日につきのサービスコードを用いていますか。
	




（２）　届出が必要な体制、加算の状況について記載し、チェックしてください。

	別紙、「加算等自主点検シート」でチェックしてください。

	加算の算定要件を満たしていない等の算定の誤りがなく、適正に算定していますか。
	いる　・いない



	「いない」と答えた場合は、該当する加算の取り下げや、過去の請求分について返還等が必要

なことがありますので、御確認ください。



（３）減算について

※平成３０年度の利用者数実績（様式２）を作成してください。
	①
	利用者数実績において、月平均登録者数が登録定員数を超えている月がありますか。
	

	②
	（「ある」と回答した場合のみ）

定員超過として減算を行っていますか。
	

	③
	ア　常勤職員が勤務する1週間あたりの労働時間を記入してください。　　　　　　　　時間

イ　アの時間×４（週）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間

ウ　平成３０年９月の勤務形態一覧表の看護職員・介護従業者における通い時間の

４週の合計（Ａ）を記入してください。　　　　　　　　　　　

※管理者及び介護支援専門員の労働時間は含みません。　　　　　　　　　　　　　時間

エ　ウの時間÷イの時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人
オ　利用者数実績の前年度の平均利用者数を記入してください。　　　　　　　　　　　人

カ　オの利用者数÷３人＋１人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人






【注　意】

　基準は指定地域サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、この基準を満たさない場合には、地域密着型サービスの指定又は更新が受けられません。また、基準に違反することが明らかになった場合には、①相当の期間を定めて基準を尊守する勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業所名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期間を定めて当該勧告に係る措置をとるよう命令することとなります。なお、命令をした場合には、事業所名、命令に至った経緯を公表し、命令に従わない場合には、当該指定を取り消し又は取消しを行う前に相当期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力が停止されることがあります。


以上です。お疲れ様でした。

【設備】


居間及び食堂を指定通所介護等の機能訓練室及び食堂として共有することは認められません。ただし、浴室、トイレ等を共有することは差し支えありません。また、利用者の処遇に支障が無い場合は、指定認知症対応型共同生活介護と浴室を供用することも差し支えありません。





人員に関する報告





※管理者の他事業所職務との兼務について


兼務可能な職務は従業者に限られます。他事業所の管理者と兼務を行っている事業者については、平成３１年３月３１日までに改善を行ってください。　　





【常勤とは】


事業所における勤務時間が、当該事業所の就労規則等に定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。なお、兼務可とされている併設する事業所の職務に従事する時間数を含め常勤の従業者が勤務すべき時間数に達している場合は常勤と見なして差し支えありません。





【看護・介護職員の人員欠如について】


　１割の範囲内で減少した場合は、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、１割を越えて減少した場合はその翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで利用者全員について所定単位数が告示第１７２号第７号に規定する算定方法に従って減算されます。





【看護・介護職員の人員欠如


について】


　１割の範囲内で減少した場合は、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、１割を越えて減少した場合はその翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで利用者全員について所定単位数が告示第１７２号第７号に規定する算定方法に従って減算されます。





【夜勤職員について】


宿泊サービスの利用者のための夜勤職員に加えて配置される宿直職員は、随時の訪問サービスに支障がない体制が整備されているのであれば、必ずしも事業所内で宿直する必要はありません。





「Ａ　兼務している」と回答された場合は、基準違反となります。


早急に夜勤の勤務体制を見直してください。





運営に関する報告





行っている場合は、「○」


行っていない場合は、「×」を記入








【参考】


「サービス種類相互の算定関係について」


小規模多機能型居宅介護を受けている


者については、訪問看護費、訪問リハビ


リテーション費、居宅療養管理指導費及


び福祉用具貸与費を除く指定居宅サー


ビス並びに指定地域密着型サービスに


係る費用の額は算定しないものである


こと。





【参考】


基準省令第74条及び第76条に定める基準を確認し、できていない場合は速やかに見直し等を行い、適切な運営に資すよう努めてください。


「注意」


軽度者（要支援１・２及び要介護１）に対しては対象外種目に係る福祉用具貸与費は原則として算定できません。ただし、「軽度者に対する福祉用具貸与の取扱いについて」のとおり、例外的に算定が可能となります。





【参考】改善計画に盛り込むべき内容


①　事業所内の推進体制　②　介護の提供体制の見直し　③　「緊急やむを得ない場合」を判断する体制・手続き　④　施設の整備等の改善　⑤　入所者の家族への十分な説明　⑥　身体拘束廃止に向けての数値目標








【参考】


領収書の記載内容


指定地域密着型サービスについて居宅要介護被保険者から支払いを受けた費用の額のうち、法第42条の2第2項第1号又は第2号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用及びその他の費用の額を区分して記載し、当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記載しなければばらない。


その他の費用の額


１　実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用　２　実施地域以外の地域の居宅において訪問サービスを提供する場合のその要した費用　３　食事の提供に要する費用　４　宿泊に要する費用


５　おむつ代　６　その他の日常生活費（①　利用者の希望によって、身の回りの品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用　②　利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用）　７　サービスの提供とは関係のない実費費用





（防火管理者の責務） 


第四条 　防火管理者は、防火管理上必要な業務を行うときは、必要に応じて当該防火対象物の管理について権原を有する者の指示を求め、誠実にその職務を遂行しなければならない。 


２ 　防火管理者は、消防の用に供する設備、消防用水若しくは消火活動上必要な施設の点検及び整備又は火気の使用若しくは取扱いに関する監督を行うときは、火元責任者その他の防火管理の業務に従事する者に対し、必要な指示を与えなければならない。 


３ 　防火管理者は、総務省令で定めるところにより、消防計画を作成し、これに基づいて消火、通報及び避難の訓練を定期的に実施しなければならない。 








【運営推進会議とは】


地域に事業所が開かれるために、地域の方々と事業所の協議の場となります。地域に密着し開かれた運営をおこない、小規模ゆえに閉鎖的になることを防ぐための方策でもあります。


運営推進会議の開催は、概ね2ヶ月に1回は最低限開催し外部の目が入るよう努めてください。


事業所の運営を客観視できるよう評価、要望、助言等を聴くことが必要です。


外部関係者・家族をメンバーに含め、運営についての客観的なアドバイスをもらうことが必要です。





介護報酬の請求





②でいないと回答した場合は、過誤調整が必要です。


③であると回答された場合は、制度上は請求可能となりますが、利用者負担等も考慮し、運営推進会議への報告を行うとともに適切な措置等を講じることが適当と思われます。





①で超えている場合は定員超過となります。


定員超過となった翌月から定員超過が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について、所定単位数が職員配置等基準に規定する算定方法に従って減算されます。


②で行っていない場合は過誤調整が必要です。


③の「エの員数≧カの員数」となっていない場合は人員基準欠如となり過誤調整が必要な場合があります。


１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等基準に規定する算定方法に従って減算されます。（ただし、翌月の末において人員基準を満たすに至っている場合は除く。）





１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等基準に規定する算定方法に従って減算されます。





第27号告示第７号


イ　施行規則第131条の5の規定に基づき市町村に提出した運営規程に定められている登録定員を超えていること。「所定単位数の100分の70を乗じて得た単位数」


ロ　指定地域密着型サービス基準第63条に定める員数を置いていないこと。「所定単位数の100分の70を乗じて得た単位数」











運営状況報告書でできていなかったものについては、事業所で改善してください。


（改善状況について、後日愛荘町から報告を求める場合があります。）
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